
　『共済だより』1月号でお知らせいたしました、「国内居住の要件追加」の例外的な取扱いの具体例についてお
知らせいたします。

国内居住要件の例外となる人

　外国に一時的に留学する学生、外国に赴任する組合員に同行する家族等の一時的な海外渡航を行う人につい
ては、日本国内に住所（住民票）がないとしても、日本国内に生活の基盤があると認められるものとして、国内
居住要件の例外として取扱います。

添付書類について

　日本国内に住民票がない場合
①外国において留学する学生
　査証、学生証、在学証明書、入学証明書の写しなど
② 外国に赴任する組合員に同行する者
　査証、海外赴任辞令、海外の公的機関が発行する居住証明書の写しなど
　その他共済組合が必要とする書類
　詳細については、共済組合保険課までお問い合わせください

経過措置等について

　施行日（令和2年４月1日）時点において国内の保険医療機関に入院している場合
　経過措置として、その入院が終了（退院）するまでの間、被扶養者資格は喪失しませんので、現に入院中であ
ることを証する書類を提出していただき、入院期間等を確認します。
　なお、当該入院が終了（退院）した時点で、経過措置対象者ではなくなりますので、被扶養者申告書（③取消）
の提出が必要になります。

被扶養者認定要件の被扶養者認定要件の
制度改正制度改正（国内居住の要件追加）（国内居住の要件追加）の例外的なの例外的な

取扱いについて取扱いについて

扶養状況調査（検認）のお知らせ扶養状況調査（検認）のお知らせ
　共済組合では2年に1度扶養状況調査（検認）を実施しており、令和2年度は扶養状況調査（検認）の年となり
ます。扶養状況調査（検認）の際には扶養状況等を確認するため、被扶養者の収入に関する各種書類等（写し）
の提出をお願いしておりますので、被扶養者の収入がわかる書類を紛失しないよう大切に保管いただくよう
ご協力をお願いいたします。
　なお、具体的な内容については、『共済だより』4月号で掲載する予定です。主な提出書類については以下の
とおりです。

　○給与収入（パート、アルバイト）の場合……給料明細書平成30年7月～令和2年6月まで
　○個人事業主の場合……確定申告時の書類一式
　○年金受給者の場合……年金決定通知書、年金改定通知書など
　○その他共済組合が必要とする書類
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